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梁端部を半剛接合とした中低層制振構造建物における主架構の塑性化に着目した残留変形角の検討 

正会員 ○有間雄太*1 同 脇田直弥*2 同 山口路夫*2

同 綿貫雄太*2 同 佐藤利昭*3 同 佐藤大樹*4

同 北村春幸*5     

1.はじめに 

2011 年の東日本大震災以降，事業継続性（BCP）の観点より，

耐震性能の向上を目的に高層建物のみならず，中低層建物にも

制振構造を採用する事例が増加傾向にある 1)。また，想定され

る地震動レベルも年々高くなっており 2)，中低層建物に適した，

より合理的で耐震性能の高い制振構造システムの開発が求めら

れている。 

 本研究は，4 層の物流施設を対象に，一般的な制振構造より

主架構の水平剛性を低くしつつ，主架構の弾性限界までの変位

を伸ばすことで，地震時における主架構の損傷を低減するシス

テムを提案するものである。その一案として梁端部を半剛接合
例えば3),4)とするシステムを採用する。 

 既報 5)では，静的増分解析より，主架構の変形性能の変化を，

時刻歴応答解析より応答および主架構の損傷に対して高い低減

効果を示した。一方で，梁端部を半剛接合とし，主架構の剛性

が低下した場合，ダンパーに対する主架構の負担せん断力比 rq

が低下し，残留変形が増大 6)することが懸念される。よって本

報では，梁端部の剛性，ダンパー量，地震動の入力レベルをパ

ラメータとして本システムにおける残留変形の検討を行う。 

 

2.解析条件の概要  

2.1 検討対象建物および制振部材の概要 

検討対象建物は，物流施設を想定した地上 4 階，階高 6.7 m，

高さ 26.8 m，長辺方向 11.0 m×8 スパン = 88.0 m，短辺方向 10.0 

m×3スパン= 30.0 mの鋼構造建物とする。図 1，2に伏図および

軸組図を示す。柱脚は，主架構の剛性を低くするため露出柱脚

を採用する。本論文の解析は長辺方向を対象とし，構造減衰は，

主架構の 1 次固有周期 f T1に対して減衰定数 h = 0.02 となる初期

剛性比例型とした。 

制振構造には，履歴型の制振ブレースを用い，Y1・Y4 通り

の X2 から X4 と X6 から X8 間に 1 層当たり 16 本配置する。1

層のダンパー降伏せん断力 sQy1は，建物の総重量 W に 1 層のダ

ンパー降伏層せん断力係数 sy1を乗じることで算出した。i 層の

ダンパー降伏層せん断力 sQyi は，1層の降伏層せん断力に最適降

伏層せん断力分布に基づく設計用せん断力比を乗じることで算

出した 7)。以降，sy1 をダンパー量と呼ぶ。ダンパーの降伏水平

変形角は全層で約 1/713 とする。 

2.2 半剛接合の概要 

 本検討対称建物では，ダンパー非設置箇所（Y2･3 通り，Y1･

4 通りの X1-2，X4-6，X8-9 間）の梁端部を半剛接合とする。一

方，ダンパー設置箇所（Y1･4 通りの X2-4，X6-8 間）の梁端部

の接合方法は，ピン接合とする。半剛接合としたモデルの軸組

図を図 3 に示す。また，半剛接合は，耐力を部材断面と同じと

し，剛性のみ変化するものとする。回転剛性は，図 4 に示すよ

うに，長期荷重による梁端部と梁中央の曲げモーメントの比率

（Me:Mc）に着目して決定する。検討対象建物において，剛接合

時は，Me:Mc ＝ 6.3:3.7 程度になるのに対して 5:5，4:6，2:8 とな

るように回転剛性を調整した。以上より，解析を行う検討モデ

ルとその呼称および 1次固有周期を表 1に，静的増分解析結果 5)

を図 5 に示す。図 5 より剛性の低下に伴いヒンジ形成までの変

形が伸びていることが確認できる。 

 

3.時刻歴応答解析による残留変形角の検討 

3.1 地震動の概要 

検討に用いる入力地震動は，コーナー周期 Tc = 0.64s 以降で，

擬似速度応答スペクトル p Sv = 0.5，1.0，1.5 m/s（h=0.05）が一定

となる模擬地震動を用いる。位相特性は，HACHINOHE 1968 

EW および JMA KOBE 1995 NS とする。以降，それぞれ ART 

HACHI 50，100，150，ART KOBE 50，100，150と呼ぶ。図 6に

擬似速度応答スペクトル pSvを示す。 
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図 1 伏図 

(a) 外構面（Y1・4 通り） (b) 内構面（Y2・3 通り） 

図 2 軸組図 
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図 3 軸組図（半剛接合） 

図 4 長期応力図 

表 1 モデル名と固有周期 

M e
:

 M c モデル名 固有周期

剛接合 6.3:3.7 rigid 1.70s

 5:5 sr-55p 2.09s

 4:6 sr-46p 2.33s

 2:8 sr-28p 3.47s
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3.2 解析結果 

図 7 にダンパー量 sy1と最大残留変形角Rresmaxの関係を，図 8

に全層における主架構の塑性率 f と残留変形角 Rres の関係を示

す。主架構の塑性率 f は，下式より算出した。 

 yff RRmax              (1) 

ここで，主架構の降伏変形角 f Ryは，図 9 に示すように，静的増

分解析より求められた層せん断力と層間変形角の関係を基に層

間変形角 R が 1/50 で履歴面積が等価となる完全弾塑性型の復元

力とした際の降伏変形角とした。なお，sr-28p モデルは，

R=1/50 で弾性となるため図 8 から除外した。図 7 より，p Sv = 0.5，

1.0 に対しては，sr-28p のダンパー量の少ない範囲では，rq の低

下により残留変形が増大しているが Rresmax = 1/1000 程度と概ね

問題ない値 8)と考えられる。p Sv = 1.5 に対しては，ダンパーに対

する主架構の負担せん断力比が最も小さい sr-28p モデルで残留

変形角の増大が懸念されたが，p Sv = 0.5，1.0 と同程度の値を示

した。一方，rigid モデルは，ダンパー量が少ない範囲にて大き

な値を示す傾向にある。これは，図 8 より主架構の塑性率が 1.0

を超えると残留変形角が大きく増大することがわかるように，

ダンパーのみならず主架構が塑性化したことに原因があると考

えられる。また，ART KOBE150 においては，sr-55p モデルも大

きな値を示している。これは，ART KOBE150 では，sr-55p モデ

ルも主架構が塑性化したことに原因があると考える。以上より，

残留変形角を微少範囲に留めるには，主架構を塑性化させない

ことが重要であり，主架構の弾性範囲が大きい本システムの有

用性が示されたと考えられる。 

 

4.まとめ 

本報は，梁端部を半剛接合とした中低層制振構造建物の残留

変形について検討を行った。残留変形は，半剛接合とすること

により，ダンパーに対する主架構の負担せん断力比が低下し，

増大することが懸念されたが，概ね問題ない結果となった。ま

た，入力レベルが大きい時は，半剛接合とし弾性限限界までの

変位を伸ばし，主架構の損傷が低減したことで，梁端部を剛接

合とした場合より，残留変形角を小さい範囲に抑えることが可

能であることがわかった。よって，本システムの有用性が残留

変形の観点から示された。 
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図 8 主架構の塑性率と残留変形角の関係 
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図 7 ダンパー量と残留変形角の関係 
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図 9 主架構の降伏変形角 

図 5 静的増分解析
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